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第１章 総則 

（適用範囲） 

 第１－１条 

  本業務の施行にあたっては、農林水産省農村振興局制定「設計業務共通仕様書」（以下「共通

仕様書」という。）によるほか、同仕様書に対する特記及び追加事項は、この特別仕様書による

ものとする。 

 

（目的） 

 第１－２条 

  本業務は、国営津軽北部二期土地改良事業における令和７年度の事業再評価の実施に当たり、

事業地区全域に係る社会情勢の変化等について現状を把握・分析し、農業情勢調書等の資料を作

成するとともに、それに基づき、技術検討会資料の作成等を行うものである。 

 

（場所） 

 第１－３条 

  本業務の対象となる地域は、青森県五所川原市、つがる市及び北津軽郡中泊町地内で、別紙－

１「位置図」に示すとおりである。 

 

（事業概要） 

第１－４条 

本業務の対象となる国営土地改良事業の概要は次のとおりである。 

１．主要工事：頭首工（車力制水門）       Ｎ＝ １  箇所 

        揚水機            Ｎ＝ ３  箇所 

          幹線用水路      ２路線 Ｌ＝２１．９ｋｍ 

        排水水門(鳥谷川制水門)    Ｎ＝ １  箇所 

          排水機            Ｎ＝ ６  箇所 

幹線排水路      ６路線 Ｌ＝１４．６ｋｍ 

          水管理施設             １  式 

２．事業工期：平成２７年度～令和８年度（１２年間） 

３．総事業費：１３，３６５百万円（令和２年度単価） 

４．受益面積：６，２１２ｈａ（田：６，２１２ｈａ、畑：－） 

５．そ の 他：事業変更計画は令和５年９月に確定している 

 

（一般事項） 

 第１－５条 

  業務請負契約書及び共通仕様書に示す以外の一般事項は次のとおりである。 

１．作業実施の順序及び方法等は、監督職員と密接な連携を取り作業の円滑な推進を図るもの

とする。 

２．受注者は、常に業務内容を把握し、業務期間中であっても監督職員が資料の提出を求めた

時は速やかにこれに応じるものとする。 



３．作業に従事する技術者は対象業務に十分な知識と経験を有した者とする。 

 

（管理技術者） 

 第１－６条 

  管理技術者は、共通仕様書第１－６条第３項によるものとし、農業土木技術管理士以外の資格

に係る該当する技術部門・選択科目は次のとおりである。 

資 格 技術部門 選択科目 

技術士 

総合技術監理 

農業－農業土木 

農業－農業農村工学 

農業－農村地域計画 

農業－農村環境 

農業－農村地域・資源計画 

農業 
農業土木、農業農村工学、農村地域計画、 

農村環境、農村地域・資源計画 

博士 農学  

ｼﾋﾞﾙｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞﾏﾈｰｼﾞｬｰ 農業土木  

 

（照査技術者） 

 第１－７条 

１．照査技術者は、共通仕様書第１－７条第２項によるものとし、農業土木技術管理士以外の

資格に係る該当する技術部門・選択科目は次のとおりである。 

資 格 技術部門 選択科目 

技術士 

総合技術監理 

農業－農業土木 

農業－農業農村工学 

農業－農村地域計画 

農業－農村環境 

農業－農村地域・資源計画 

農業 
農業土木、農業農村工学、農村地域計画、 

農村環境、農村地域・資源計画 

博士 農学  

ｼﾋﾞﾙｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞﾏﾈｰｼﾞｬｰ 農業土木  

２．共通仕様書第第１－７条第４項でいう、監督職員が指示する業務の節目とは、次のとおり

とする。 

（１）業務計画作成時 

（２）農業情勢調書等の作成時 

（３）費用対効果算定等節目の決定時 

（４）技術検討会資料（案）の作成時 

（５）その他、照査計画作成時において監督職員が指示した場合 

３．当該業務の中で照査技術者は、管理技術者を兼務することはできない。 

    

（担当技術者） 



 第１－８条 

  担当技術者は共通仕様書第１－８条によるものとする。 

 

（配置技術者の確認） 

 第１－９条 

  共通仕様書第１－11条における業務組織計画の作成、共通仕様書第１－12条に基づく技術者情

報の登録にあたっては次によるものとする。 

１．受注者は業務計画書の業務組織計画に配置技術者の所属・役職及び担当する分担業務を明

確に記載するものとする。なお、変更業務計画書において業務組織計画を変更する際も同様

とする。 

２．農業農村整備事業測量調査設計業務情報サービスへの技術者情報の登録は、業務計画書の

業務組織計画において位置付けられる技術者を登録対象とし、事前に監督職員の承諾を得る

ものとする。 

 

（保険の加入） 

 第１－10条 

  受注者は、共通仕様書第１－37条に示されている保険に加入している旨を業務計画書に明示し

なければならない。また、監督職員からの請求があった場合は、保険加入を証明する書類を提示

しなければならない。 

 

第２章 作業条件 

（適用する図書） 

 第２－１条 

  本業務では、次の図書を優先して適用するものとする。なお、他の図書を適用する場合は監督

職員の承諾を受けるものとする。 

番号 名称 発行所 制定（改訂）年月 

１ 
農業農村整備事業計画作成便覧 

（農業農村整備事業計画研究会 編） 
（株）地球社 平成15年８月 

２ 新たな土地改良の効果算定マニュアル （株）大成出版 平成27年９月 

３  国営土地改良事業等再評価実施要領 
農林水産省農村振興局長 

・生産局長通知 

平成22年８月 

（最終改正） 

４ 
土地改良事業の費用対効果分析に関す 

る基本方針の制定について 

農林水産省農村振興局長 

通知 

平成20年３月 

（最終改正） 

５ 
土地改良事業の費用対効果分析マニュ 

アルの制定について 

農林水産省農村振興局企 

画部長通知 

令和４年４日 

（最終改正） 

６ 
土地改良事業の費用対効果分析に必要 

な諸係数について 

農林水産省農村振興局整備 

部土地改良企画課長通知 

令和５年４月 

（最終改正） 

７ 
執務参考資料「令和５年度国営土地改

良事業等再評価の運営について」 

農林水産省農村振興局整

備部 
令和５年５月 

８ 国産農産物安定供給効果について 農林水産省農村振興局整 令和５年４月 



備部部長通知 

９ 
土地改良事業の費用対効果分析におけ

る参考資料等について 

農林水産省農村振興局整

備部事務連絡 
令和５年９月 

  ※作業前に図書が改訂された場合は、最新版を用いるものとする。 

 

（貸与資料） 

 第２－２条 

本業務の貸与資料は次のとおりである。 

番号 貸与資料 数 量 

１ 国営津軽北部二期土地改良事業変更計画書 １部 

２ 平成30年度 津軽北部二期地区及び十三湖地区 事業再評価資料作成業務 １部 

３ 令和３年度 津軽北部二期地区及び十三湖地区 事業計画諸元検討業務 １部 

４ 
令和４年度～令和５年度 

 津軽北部二期地区及び十三湖地区 事業変更計画書作成とりまとめ業務 
１部 

 

（貸与資料の取扱い） 

 第２－３条 

  第２－２条に示す貸与資料の取扱いは次のとおりとする。 

１．貸与資料の記載事項に矛盾がある場合、又は解釈に疑義が生じた場合は、監督職員と協

議するものとする。 

２．貸与資料は原則として初回打合せ時に一括貸与するものとし、監督職員の請求があった

場合のほか完了検査時に一括返納しなければならない。 

３．貸与資料で適用条件を選択する必要がある場合や貸与資料以外の基準を適用する場合に

は、監督職員の指示を受けるものとする。 

 

第３章 作業内容 

（作業項目及び数量） 

 第３－１条 

  本業務における作業項目及び数量は、次の作業項目表のとおりである。 

  なお、詳細は別紙－２「作業項目内訳表」に示すものとする。 

作業項目 数量 備考 

１．資料の検討 １式  

２．農業情勢調書等の作成 １式  

３．費用対効果分析 １式  

４．現状分析 １式  

５．「環境との調和への配慮」調書の作成 １式  

６．「事業コスト縮減等の可能性」調書の作成 １式  

７．技術検討会資料（案）の作成 １式  

８．点検・照査とりまとめ １式  



 

（作業の留意点） 

 第３－２条 

  本業務の実施に際し特に留意する点は次のとおりとする。 

１．第２－１条及び第２－２条並びに共通仕様書に示す参考図書や受注者が有する資料等を参

考にした場合は、その出典を明示するものとする。 

２．作業を実施するに当たり、行政機関等から資料を収集する場合は、監督職員に事前に通知

するものとする。 

３．第３－１条の作業項目「７．技術検討会資料（案）の作成」は、東北農政局事業管理委員

会幹事会に使用する資料を指しており、令和６年中を目途に素案をとりまとめるものとする

が、具体的な時期については監督職員の指示によるものとする。 

  ４．電算機を使用する場合は、計算手法及びアウトプット等の構成について事前に監督職員の

承諾を得るものとする。 

 

（業務の成果品質確保対策） 

第３－３条 

契約後業務着手時において、受発注者間の調査方針、条件等の確認の場として次の会議を設置す

るので管理技術者等の受注者代表は、次の事項並びに「業務の成果品質確保対策」（農水省 WEB サ

イト）を十分に理解のうえ対応するものとする。 

１．業務確認会議 

業務の着手時に、管理技術者・担当技術者並びに事務所長、次長、主任監督員、監督員が、

検討方針、条件等の確認を一堂に会して実施することにより、業務を円滑に推進し成果物の品

質を確保するものである。 

（１）業務確認会議とは、発注者及び受注者が集まり、次の事項について確認を行う会議である。 
なお、確認事項については、変更する場合がある。 

１）検討条件・前提条件 

２）業務計画の妥当性 
３）スケジュール 
４）検討事項の変更内容 
５）その他（事業間連携、コスト縮減、環境対策等の促進等） 

（２）会議の開催については、監督職員が指示するものとする。なお、開催時期の変更、開催回

数の追加が必要な場合は、監督職員と協議するものとし、規定の打合せ時以外に開催する場

合の費用については、必要に応じ設計変更で計上する。 
（３）照査の確実な実施 

業務の最終打合せ時において、成果物のうち照査報告書については、照査を実施した照査

技術者自身による報告を原則とする。 

また、最終打合せ時以外にあっても、必要に応じて、照査技術者自身からの照査報告を実

施できるものとする。 
２．業務確認会議において確認した事項については、打合せ記録簿に記録し、相互に確認するも

のとする。 



 

第４章 打合せ 

（打合せ） 

 第４－１条 

  共通仕様書第１－10条による打合せについては、主として次の段階で行うものとする。 

  また、初回及び最終回の打合せには管理技術者が出席するものとする。 

   初 回：作業着手の段階 

   第２回：中間打合せ（貸与資料・既存資料整理段階） 

   第３回：中間打合せ（費用対効果算定段階） 

   第４回：中間打合せ（技術検討会資料（案）作成段階） 

最終回：報告書原稿作成段階 

なお、業務を適正かつ円滑に実施するために、受注者の業務担当者は、業務打合せ記録簿を作

成し、上記の打合せの都度、内容について監督職員と相互に確認するものとする。 

 

第５章 成果物 

（成果物） 

 第５－１条 

   成果物を共通仕様書第１－17条に基づき作成し、次のものを提出しなければならない。 

１．成果物の電子媒体（CD－R若しくはDVD－R）正副２部 

  ２．成果物の出力 １部（電子媒体の出力、市販のファイル綴じで可） 

 

（成果物の提出先） 

 第５－２条 

  成果物の提出先は次のとおりとする。 

   〒037-0305 

青森県北津軽郡中泊町大字中里字亀山225-1 

    東北農政局津軽土地改良建設事務所津軽北部二期農業水利事業建設所 

 

第６章 契約変更 

（契約変更） 

 第６－１条 

  業務請負契約書第17条から第20条までに規定する発注者と受注者による協議事項は次のとおり

とする。 

  １．第３－１条に示す「作業項目及び数量」に変更が生じた場合 

  ２．第４－１条に示す「打合せ」 に変更が生じた場合 

  ３．第５－１条に示す「成果物」に変更が生じた場合 

  ４．履行期間に変更が生じた場合 

  ５．関係機関等との対外的協議等により業務計画等に変更が生じた場合 

  ６．その他 

 



第７章 業務管理 

（情報共有システム） 

 第７－１条 

１．本業務は、受発注者間の情報を電子的に交換・共有することにより業務の効率化を図     

る情報共有システムの対象業務である。 

２．情報共有システムは「工事及び業務の情報共有システム活用要領」（農林水産省 Web サイト

参照）によるものとする。 

３．受注者は、発注者から技術上の問題の把握、利用にあたっての評価を行うために聞き取り調

査等を求められた場合、これに協力しなければならない。 

 

第８章 定めなき事項 

（定めなき事項） 

 第８－１条 

  この特別仕様書に定めなき事項又は本業務の実施に当たり疑義が生じた場合は、必要に応じて

監督職員と協議するものとする。 



別紙-１

令和６年度 津軽北部二期農業水利事業

津軽北部二期地区事業再評価検討資料作成業務

位 置 図



別紙－２

【作業項目内訳表】

２．農業情勢調書等の作成

2-1．社会経済情勢の変化

2-2．費用対効果分析の基礎となる要因の変化

３．費用対効果分析

４．現状分析

○

○

○

○

○

○

　作付面積、農産物価格、労賃単価、単位面積当たり収量について、現計画策定時
５か年と直近５か年を農林水産統計年報、農業物価統計等により整理・対比し、変
化の状況及び要因について検討する。

○

3-1．総費用の算定 　再評価時点での費用対効果分析における総費用を整理する。

○

○

○

○

○

作業
実施欄

　事業評価のために必要な資料収集を行う。
　収集した資料及び貸与資料の内容を把握し、作業計画を作成する。

○

　法人化の協業経営及び組織形態別集落営農数の推移について、農林業センサス
(過去３調査年)及び集落営農実態調査により整理する。

(1)産業別就業人口の動向

(2)地域経済の動向

(3)農業の動向

(4)経営耕地面積規模別及び経
営体区分別農業経営体数の整理

(5)認定農業者数の推移

(6)法人化の協業経営及び組織
形態別集落営農数の推移

　産業別就業人口の動向について国勢調査結果等(過去３調査年)により整理する。

　農業粗生産額、製造品出荷額、商品販売額の動向について、現計画策定時５か年
と直近５か年を農林水産統計年報、工業統計表、商業統計法により整理する。

　農業経営体、土地、主要作物、主要家畜、地域指定の動向について、農林業セン
サス(過去３調査年)により整理する。

　経営耕地面積規模別農業経営体数、１経営体当たり平均農用地面積及び経営体区
分別農業経営体数の変化状況について、農林業センサス(過去３調査年)により整理
する。

　認定農業者数(経営体)及び認定農業者数(法人)の推移について、農業経営改善計
画の認定状況により整理する。

○

作　業　項　目

１．資料の検討

作　業　内　容

(1)営農計画
　作付面積、単位面積当たり収量、作付率について、現計画に基づき現況と計画の
作物毎に整理するとともに、各種振興計画から今後の作物振興の見直しについて整
理する。

　優良農業地域(食料供給基地)、地区の社会経済情勢、農業振興計画等の変化から
農業振興の必要性について検討する。

(2)農業振興計画等の見直し
　 状況

　事業計画時と現在の県、市町村、農協等による農業振興計画等の見直し状況につ
いて整理する。

3-3．費用対効果分析の整理
　上記で算定した総費用、年効果額を基に費用対効果分析を行うとともに、その変
動要因等を分析・整理する。

4-1．農業振興の必要性

3-2．年効果額の算定
　事業計画時の資料に基づき、主に時点修正を行い、年効果額を整理する。また、
その根拠資料を整理する。

(3)農産物等の動向

○

4-2．上位計画との整合

4-3．一部効用の確認

4-4．事業評価の妥当性

4-5．事業継続の必要性

　営農計画、経済効果等に関わる基礎的要因より、事業評価の妥当性について検証
する。

○

　農村振興の必要性、事業評価の妥当性より、事業継続の必要性について検討す
る。

○

　最近の各種農業施策(農林水産業・地域の活力創造プラン等)との整合について検
討する。

○

　一部施設の供用開始、農業への多面的効果、その他波及的効果の発現について検
討する。

○

５．「環境との調和への配慮」
　　調書の作成

　環境との調和への配慮の内容について調書を作成する。



別紙－２

【作業項目内訳表】

７．技術検討会資料(案)の作成

６．「事業コスト縮減等の可能性」
　　調書の作成

　事業コスト縮減に関して、評価時点までに行った取り組みと今後予定している取
り組みについて調書を作成する。

○

○

作　業　項　目 作　業　内　容
作業

実施欄

7-3．事業評価説明資料基礎資料
　事業評価説明資料の基礎資料について整理する。
　事業評価に当たって想定される課題を検討し、その項目とその内容について整理
する(想定問答の作成を含む)。

○

８．点検・照査とりまとめ 　各作業項目の成果品について、点検・照査とりまとめ及び報告書の作成を行う。 ○

7-1．事業評価結果(案)
　２．農業情勢等調書の作成～４．現状分析までの作業項目を踏まえ、事業評価結
果(案)について所定の様式に整理する。

○

7-2．事業評価説明資料
　事業評価に当たっての第三者による「技術検討会」での説明資料(パワーポイン
トを含む)について作成する。


